
を設けま　 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

　す。 標 予　定 3 3 3指標値
1

実　績 3 3 －－－成　果（効果･予測）

・災害時に必要な防災知識、技術を習得した地域の防災 名称 防災協力員研修会開催数 単位 回
　リーダーである防災協力員を育成することで、災害に 活

内容説明 防災協力員として登録されている方を対象とした研修会開催数　対する人的な強化が図られます。 動

・自主防災会が保有する防災資機材の整備が充実するこ 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

　とで、災害に対する物的な強化が図られます。 標 予　定 3 3 4指標値
・避難所施設運営委員会会長会議を実施することで、同 2

実　績 3 3 －－－　委員会の運営力向上が図られます。

名称 防災資機材購入費補助金交付自主防災会数 単位 団体
活

内容説明 防災資機材購入費補助金を交付した自主防災会数動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

・自主防災組織の活動が高まる中、必要となる防災資機 標 予　定 80 80 80指標値
　材が多種多様化していることから、自主防災組織の実 3

実　績 75 53 －－－　状に応じた支援が必要です。

・地域の防災活動において、女性の視点が欠かせないた 名称 避難生活施設運営委員会会長会議開催回数 単位 回
　め、より多くの女性の参画が求められています。 活

内容説明 避難生活施設運営委員会会長会議の開催回数・地域における災害対応力の向上を図るため、防災協力 動

　員の協力が必要です。 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 0 1 1指標値
4

実　績 0 1 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 30年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・自主防災組織の活動が高まる中、必要となる防災資機材が多種多様化していることから、自主防災組織の

　ニーズを把握し、適切な支援を行います。

・防災セミナーや防災協力員研修を継続して開催するとともに、防災活動に女性の視点を取り入れるため、
今後の方針等

　地域の防災リーダーである防災協力員の女性登録者を増やす等、女性の参画を推進します。

・地域における災害対応力の向上を図るため、防災協力員の活躍について検討します。

平成３０年度　事務事業評価表
8951

一般会計

事務事業名 自主防災組織支援事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市長室 危機管理課 防災管理係 中村　大介

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全と安心が感じられるまち

総合計画体系 個別目標 災害への対応力を高める

めざす成果 災害に対して自ら備えをしている

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成03年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民：各自主防災会（自治会）１５０団体等 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
事業費 6,431 5,238 9,997

人件費 11,605 12,246 12,017

目　的 総事業費 18,036 17,484 22,014

災害発生時に地域で自主的に防災活動が行えるよう支援 31年度事業費（予算額）財源内訳
します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・自主防災会員などを対象に、防災に関する基本的な知 その他 0

　識を習得するための防災セミナーを実施します。 一般財源 9,997

・防災セミナーを修了した方のうち、防災協力員（防災 合　計 9,997

　リーダー）に登録した方を対象に、災害活動に必要と ３.活動内容
　なる防災資機材の取扱いなどの研修会を実施します。 名称 防災セミナー開催数 単位 回
・防災活動の強化向上のため、自主防災会に防災資機材 活

内容説明 防災意識向上のための防災セミナーの開催数　の購入に要する費用を補助します。 動

・避難施設運営委員会相互の情報共有の機会



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
共助の仕組みを育成するには、行政の支援が必要です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

28年度 29年度 30年度 Ｂ：成果を上げる余地が一部ある。

事務事業の成果 防災セミナー及び協力員研修等において、実施内容や回数を見直します。

Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

28年度 29年度 30年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
自主防災組織の支援に必要な水準です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
各自主防災会に限らず、広く市民に、市のホームページや広報やまと等で情報発信を

しています。
Ａ Ａ Ａ

自主防災会が整備する防災資機材に対する支援は、上限を設けた上で、補助率を２分

の１としています。

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
市のホームページや広報やまと等で、市民の事業への参加を募っています。

研修の案内や補助事業の案内について、全ての自主防災会に対して文書等で周知して
Ａ Ａ Ａ

います。



生時 名称 新規整備食料数 単位 食
　被災者に対して、必要物資を供給することができま 活

内容説明 更新を含め、新たに整備する食料数　す。 動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 33,000 49,500 37,525指標値
2

実　績 33,016 49,516 －－－

名称 毛布・アルミヒートブランケット整備数 単位 枚
活

内容説明 避難生活施設・一時滞在施設等で使用する毛布等整備総数動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

・平成２７年５月に発表された県の地震被害想定調査結 標 予　定 31,305 33,205 35,105指標値
　果を受け、大和市の想定　避難者数が従来の１０，８ 3

実　績 31,305 33,205 －－－　６０人から１５，４００人に増加したことに伴い、 

  備蓄品を平成２８年度から平成３２年までの５か年で 名称 単位
　段階的に整備します。 活

内容説明・避難生活施設に設置した防災備蓄倉庫のうち、老朽化 動

　しているものについて、修繕が必要となります。 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続

・平成２７年５月に発表された県の地震被害想定調査結果を受け、大和市の想定避難者数が従来の１０，８

　６０人から１５,４００人に増加したことに伴い、備蓄食料の目標数も１１８，５００食から１６６，５

　００食へ増加します。増加分については、平成２８年度から３２年度までの５か年で整備していきます。
今後の方針等

・平成２７年度から整備を進めている職員用の備蓄食料及び携帯トイレ等は、平成３２年度までに完了する

　見込みです。

・防災倉庫のほとんどが設置から１０年以上経ち、経年劣化も進んでいるため、計画的に修繕等を行いま　

　す。

平成３０年度　事務事業評価表
8954

一般会計

事務事業名 防災備蓄品等維持管理事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市長室 危機管理課 防災管理係 中村　大介

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全と安心が感じられるまち

総合計画体系 個別目標 災害への対応力を高める

めざす成果 防災・減災のためのしくみが整っている

災害対策基本法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和57年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

災害時における被災市民 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
事業費 20,875 40,700 35,606

人件費 6,205 9,800 11,337

目　的 総事業費 27,080 50,500 46,943

災害時における市民生活に必要な物資を確保し、円滑に 31年度事業費（予算額）財源内訳
避難生活を送ることができる体制を整えます。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・備蓄品計画に基づき、避難生活施設（指定避難所） その他 0

　や地域活動拠点等に設置してある防災備蓄倉庫に災 一般財源 35,606

　害用非常食、災害対策用資機材を備蓄します。 合　計 35,606

３.活動内容

名称 備蓄食料数 単位 食
活

内容説明 避難者用備蓄食料整備総数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 142,000 142,000 171,325指標値
1

実　績 142,000 142,000 －－－成　果（効果･予測）

・計画的に備蓄品の整備を行うことにより、災害発



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
避難者に対する食料や避難生活に必要な資機材について、市が備蓄する必要がありま

す。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 備蓄食料を計画的に整備しています。また、保存年限を迎える備蓄食料については、

防災意識啓発のため市民に配布し、有効活用しています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

28年度 29年度 30年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
入札により適正な価格で購入しています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
災害時における非常食等の備蓄は、公助として市の責務となります。

Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
アレルギーフリーの食品を購入するなど、社会的配慮を行っています。

Ａ Ａ Ａ



置回数（事案数） 単位 回
　より、市民の生命・身体・財産の安全が確保されま 活

内容説明 自然災害に対する事前準備会議設置回数（事案数）　す。 動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 1 1 1指標値
2

実　績 6 1 －－－

名称 災害対策本部訓練 単位 回
活

内容説明 災害対策本部設置運営訓練動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

・災害や緊急事案等に対する迅速な対応・体制を築くた 標 予　定 1 1 1指標値
　めに、対策本部室の常設、または、常設に準じた設備 3

実　績 1 1 －－－　が課題です。

名称 単位
活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続

災害時の初動体制を円滑に整えられるよう、本部資機材の設置に関する訓練や、災害発生時に本部と各施設

との連絡用として配備した情報伝達資機材の活用による受伝達訓練、本部運営の図上訓練などを継続実施し

、災害時の体制整備を継続して行います。
今後の方針等

平成３０年度　事務事業評価表
8955

一般会計

事務事業名 災害対策本部運営等事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市長室 危機管理課 危機対策係 中村　大介

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全と安心が感じられるまち

総合計画体系 個別目標 災害への対応力を高める

めざす成果 防災・減災のためのしくみが整っている

災害対策基本法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和50年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

自然災害や緊急事案等 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
事業費 4,482 6,383 20,684

人件費 6,715 7,798 8,070

目　的 総事業費 11,197 14,181 28,754

自然災害や緊急事案において必要とされる情報収集や応 31年度事業費（予算額）財源内訳
急活動の態勢を確保します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・自然災害や緊急事案の規模に応じて、警戒本部設置事 その他 0

　前準備会議、警戒本部、対策本部を設置し、発生した 一般財源 20,684

　事案等に対し迅速かつ適切な対策を行います。 合　計 20,684

３.活動内容

名称 災害警戒本部等設置回数 単位 回
活

内容説明 自然災害に対する災害対策本部、警戒本部設置回数（事案数）動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 1 1 1指標値
1

実　績 1 0 －－－成　果（効果･予測）

・大規模災害に対し、迅速かつ的確な対策を図ることに 名称 災害警戒本部設置事前準備会議設



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
災害に対し、迅速かつ的確な対応を図り、市民の生命、身体、財産の安全を確保する

ことは、市の重要な責務です。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 災害対策本部の運営を円滑に行うためにも、本部の設置訓練や事前準備など、今後も

徹底して行います。
Ｂ Ｂ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

28年度 29年度 30年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
迅速かつ的確な対応を図るために、職員の増員配置が望ましい状況ですが、最低限の

人員数で、事務局を運営しています。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
発災時の対応であることから適正です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
災害発生時において、市民の生命、身体、財産の安全を確保するための適切な配慮を

実施しています。
Ａ Ａ Ａ



各防災備蓄倉庫の点検回数（31年度から別事業で実施）動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 1 1 -指標値
2

実　績 1 1 －－－

名称 更新計画数 単位 基
活

内容説明 既存施設修繕数（31年度から別事業で実施）動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

・平成２８年度に改定した大和市地域防災計画に基づ 標 予　定 2 2 -指標値
　き、非常用食料等の備蓄数が増加すると共に、その 3

実　績 3 10 －－－　備蓄品の効率的な配布に対応するため、北部に大型

　の防災備蓄倉庫を設置する必要があります。 名称 単位
活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続

・やまと防災パーク内に北部地区の集中備蓄を目的とした大型の防災備蓄倉庫を整備します。

今後の方針等

平成３０年度　事務事業評価表
8957

一般会計

事務事業名 防災備蓄倉庫設置事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市長室 危機管理課 防災管理係 中村　大介

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全と安心が感じられるまち

総合計画体系 個別目標 災害への対応力を高める

めざす成果 防災・減災のためのしくみが整っている

災害対策基本法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和57年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

避難生活施設や地域活動拠点に設置されている防災備蓄 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
倉庫 事業費 3,408 93,837 40,150

人件費 7,516 9,118 8,673

目　的 総事業費 10,924 102,955 48,823

災害時における救援救護活動及び応急復旧活動に必要な 31年度事業費（予算額）財源内訳
資機材等を適切に備蓄するための倉庫を設置します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 37,600

・大和市地域防災計画に基づき計画的に防災備蓄倉庫の その他 0

　設置を行います。 一般財源 2,550
合　計 40,150

３.活動内容

名称 防災備蓄倉庫設置数 単位 基
活

内容説明 設置した総数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 47 43 44指標値
1

実　績 47 43 －－－成　果（効果･予測）

・災害時に救援救護活動及び応急復旧活動のために必要 名称 一箇所あたりの点検回数 単位 回
　となる資機材等が適切かつ迅速に供給できます。 活

内容説明



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
防災備蓄倉庫の設置は行政の役割であり、整備、維持及び運用は市が行う必要があり

ます。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 防災上重要な施設に防災備蓄倉庫を計画的に設置しています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

28年度 29年度 30年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
適正な契約のもと修繕、建築等に係る最低限の経費であり、適正な水準です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
防災備蓄倉庫の設置は行政の役割であり、整備、維持及び運用は市が行う必要があり

受益・負担は適正です。
Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
契約時に仕様書等により環境に配慮した工事を行っています。

Ａ Ａ Ａ



活
内容説明 毎月実施の無線テスト回数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 12 12 12指標値
2

実　績 12 12 －－－

名称 ２８０ＭＨｚ戸別受信機数 単位 台
活

内容説明 戸別受信機の年間整備数動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

・現在運用している防災行政無線は、建築物の遮音性の 標 予　定 242 55 30指標値
　向上、風向きや地形等の諸条件により難聴地域が発生 3

実　績 242 52 －－－　しているため、他の情報伝達手段について周知してい

　く必要があります。 名称 単位
・有効な情報伝達手段について検討します。 活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 30年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

・現在運用している防災行政無線は、建築物の遮音性の向上、風向きや地形等の諸条件により難聴地域が発

　生しているため、自動音声応答装置やＰＳメール、ヤマトＳＯＳ支援アプリ等、情報伝達手段の周知を継

　続して行います。
今後の方針等

・新たに開設した福祉施設や児童施設等に対して、２８０ＭＨｚ戸別受信機（防災ラジオ）を配付します。

平成３０年度　事務事業評価表
8958

一般会計

事務事業名 防災行政無線等維持管理事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市長室 危機管理課 防災管理係 中村　大介

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全と安心が感じられるまち

総合計画体系 個別目標 災害への対応力を高める

めざす成果 防災・減災のためのしくみが整っている

災害対策基本法　　

根拠法令 名　称 電波法

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和53年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

防災行政無線固定系、デジタル移動系ＭＣＡ無線及び２ 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
８０ＭＨｚ戸別受信機(防災ラジオ) 事業費 24,883 17,084 25,031

人件費 5,992 5,708 5,708

目　的 総事業費 30,875 22,792 30,739

無線通信網を適切に配備し、維持管理することにより、 31年度事業費（予算額）財源内訳
災害情報等の伝達を円滑に行います。 国支出金 0

県支出金 132

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・毎年１回の定期点検を実施し、必要に応じて修繕等を その他 0

　行います。 一般財源 24,899
合　計 25,031

３.活動内容

名称 点検回数 単位 回
活

内容説明 防災行政無線の定期点検回数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 1 1 1指標値
1

実　績 1 1 －－－成　果（効果･予測）

・機器の適正な維持管理を行うことで、市民への情報伝 名称 ＭＣＡ無線の無線テストの実施回数 単位 回
　達が円滑に行われます。



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
避難勧告等の災害情報の伝達は行政の役割であり、整備、維持及び運用は市が行う必

要があります。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 現在運用している防災行政無線は、風向きや地形等の諸条件により難聴地域が発生し

ているため、他の情報伝達手段について周知しています。
Ｂ Ｂ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

28年度 29年度 30年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
維持管理等に係る最低限の経費であり、適正な水準です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
維持管理等に係る最低限の経費であり、適正な水準です。

Ｂ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

28年度 29年度 30年度 Ｂ：社会的配慮は行っているが、まだ不十分である。

社会的配慮
引き続き、要配慮者への有効な情報伝達手段を検討する必要があります。

Ｂ Ｂ Ｂ



応が図 活
内容説明 市民の防災意識の啓発に資する防災マップ作成部数　られます。 動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 0 140,000 0指標値
2

実　績 0 140,000 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

・地域防災計画の基となる関係法令の改正など、最新の 標 予　定指標値
　情報を的確な時期に捉え、計画に速やかに反映させる 3

実　績 －－－　ことが課題です。

名称 単位
活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続

国や県などの情報を的確に把握しながら、今後も見直しを行います。また、修正された内容に沿った訓練等

を計画します。

今後の方針等

平成３０年度　事務事業評価表
21569

一般会計

事務事業名 地域防災計画管理事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市長室 危機管理課 危機対策係 中村　大介

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全と安心が感じられるまち

総合計画体系 個別目標 災害への対応力を高める

めざす成果 防災・減災のためのしくみが整っている

災害対策基本法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和55年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民、防災関係機関、市職員等 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
事業費 0 3,945 321

人件費 5,023 6,776 5,985

目　的 総事業費 5,023 10,721 6,306

市民の生命、身体、財産を保護し、社会秩序の維持と公 31年度事業費（予算額）財源内訳
共の福祉の確保を図ります。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・社会情勢の変化及び関係法令の改定等に応じ検討を行 その他 0

　い、必要があると認めたときは防災会議を開催し、計 一般財源 321

　画を見直します。作成した計画は広く市民への周知に 合　計 321

　努めます。 ３.活動内容

名称 防災会議開催回数 単位 回
活

内容説明 本市計画の修正等に伴う防災会議開催回数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 0 1 1指標値
1

実　績 0 1 －－－成　果（効果･予測）

・地域防災計画を現状に即した内容に随時改定すること 名称 防災マップ作成 単位 部
　により、災害発生時において迅速かつ的確な対



５.評価結果

評価結果 市が関与する必要性があるか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：市が関与する必要性が高い。

市の関与の妥当性
地域防災計画は、防災行政における最上位の計画であり、その進行管理は、市の重要

な責務です。
Ａ Ａ Ａ

評価結果 さらに成果を上げるにはどうしたらよいか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：十分に成果を上げている。

事務事業の成果 関係法令の改正に対応し、適切な見直しを実施しています。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費、人件費は適正か。

28年度 29年度 30年度 Ａ：経費は適正な水準である。

事業費・人件費
最低限の事務費で実施しており、適正です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：受益・負担は適正である。

受益・負担の公平性
災害発生時の対応であり適正です。

Ａ Ａ Ａ

評価結果
市民参加、情報提供、ユニバーサルデザインへの対応、環境負担軽減に向けた

取り組み４点について十分に行ったか。

28年度 29年度 30年度 Ａ：社会的配慮を十分に行っている。

社会的配慮
災害発生時において、誰もが安心できる体制の構築に努めています。

Ａ Ａ Ａ



害情報を集約・共 名称 単位
　有し、適時・適切な災害対応を可能とします。 活

内容説明・保守メンテナンスにより、いつ発生するかわからない 動

　災害時にも不具合が生じないようにします。 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

・本システムを災害時に円滑に使用できるようにするた 標 予　定指標値
　め、職員の操作練度向上が課題です。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

システムを職員が使いこなせるよう、平時の入力訓練などを通して使用を進めます。

今後の方針等

平成３０年度　事務事業評価表
8950

一般会計

事務事業名 防災情報システム管理事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市長室 危機管理課 危機対策係 中村　大介

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全と安心が感じられるまち

総合計画体系 個別目標 災害への対応力を高める

めざす成果 防災・減災のためのしくみが整っている

災害対策基本法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成13年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民、防災関係機関等 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
事業費 998 1,028 4,849

人件費 2,879 1,735 1,810

目　的 総事業費 3,877 2,763 6,659

災害時の安否情報や避難生活施設（特定指定避難所含む 31年度事業費（予算額）財源内訳
）情報等を迅速に収集し、災害対策本部の意思決定に役 国支出金 0

立てます。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：委託 】 市債 0

・ＰＣやスマートフォンから課のＩＤ等でログインし、 その他 0

　職員が容易に災害情報を投稿できる防災情報システム 一般財源 4,849

　を導入しています。 合　計 4,849

・同システムが常に正常に作動するようシステム保守委 ３.活動内容
　託を行います。 名称 防災情報システムの訓練及び説明会 単位 回
　 活

内容説明 システムの利用を促進するための説明会等動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 2 2 2指標値
1

実　績 2 2 －－－成　果（効果･予測）

・防災情報システムにより、最新の災



要とされる知識や技 名称 参加自主防災会数 単位 会
　術の習得と、防災関係機関相互の連携体制が強化さ 活

内容説明 総合防災訓練区域の自主防災会参加数　れ、役割が明確になります。 動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 13 4 2指標値
2

実　績 13 4 －－－

名称 参加団体数（企業・ボランティア団体等） 単位 団体
活

内容説明 総合防災訓練の防災関係団体の参加数動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

・普段から防災に関心を持つ人を一人でも多くするた　 標 予　定 30 30 26指標値
　め、多くの市民に来場してもらう必要があります。 3

実　績 37 30 －－－・市民の皆さんにより参加いただくために様々な体験

　をしてもらえるよう事業を実施していく必要があり 名称 単位
　ます。 活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 30年度 Ⅱ：見直しのうえで継続

「防災フェスタ」において、体験型のブースや参加型のイベント等を実施することにより、多くの幅広い世

代の市民が参加できるようにするとともに、参加者に防災や減災について、身近に感じてもらうことや知識

、技術が習得できるように努めます。
今後の方針等

平成３０年度　事務事業評価表
8953

一般会計

事務事業名 総合防災訓練運営事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市長室 危機管理課 危機対策係 中村　大介

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全と安心が感じられるまち

総合計画体系 個別目標 災害への対応力を高める

めざす成果 災害に対して自ら備えをしている

災害対策基本法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成元年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民、防災関係機関、市職員等 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
事業費 1,618 1,844 2,858

人件費 10,759 8,135 8,157

目　的 総事業費 12,377 9,979 11,015

大規模災害発生時における自助、地域共助、公助の促進 31年度事業費（予算額）財源内訳
のために、市、市民、防災関係機関等との相互連携の強 国支出金 0

化と、防災技術、知識の向上を図ります。 県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・すべての人が防災を身近に感じてもらえるよう、来場 その他 0

　者が気軽に参加できる体験型ブースを中心に出展しま 一般財源 2,858

　す。 合　計 2,858

・市の防災に関する取り組みを出展ブースでの紹介や演 ３.活動内容
　習等により来場者に披露します。 名称 訓練の開催回数 単位 回

活
内容説明 総合防災訓練の実施動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 1 1 1指標値
1

実　績 1 1 －－－成　果（効果･予測）

・市民や市職員個々の防災活動に必



することができ、自主的な避難行動を支 活
内容説明 駅前や公園等に設置の広域避難場所案内看板等の設置数　援することができます。 動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 262 262 265指標値
2

実　績 262 264 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

・来訪者や外国人も安全かつ迅速に避難ができるよう分 標 予　定指標値
　かりやすく、全国的に統一された表現、マーク等に更 3

実　績 －－－　新する必要があります。

名称 単位
活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅱ：見直しのうえで継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続

・広域避難場所の案内板及び現地案内板について、引き続き老朽化等に伴う損傷に対し計画的な更新、修繕

　を実施するとともに、災害種別一般図記号及び図記号を使った表示方法に係る「災害種別避難誘導標識シ

　ステム」に準拠した表示内容や多国語、ふり仮名での標記に順次改めます。
今後の方針等

平成３０年度　事務事業評価表
8956

一般会計

事務事業名 広域避難場所誘導周知事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市長室 危機管理課 防災管理係 中村　大介

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全と安心が感じられるまち

総合計画体系 個別目標 災害への対応力を高める

めざす成果 防災・減災のためのしくみが整っている

災害対策基本法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成05年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

大規模災害発生時における広域避難場所等へ避難する市 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
民 事業費 5,595 624 3,865

人件費 1,916 1,661 1,513

目　的 総事業費 7,511 2,285 5,378

案内板等を整備することにより、大規模災害発生時に市 31年度事業費（予算額）財源内訳
民の避難誘導を安全かつ迅速に行います。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 0

・経年劣化等により、表示が不良となった案内板等を交 その他 0

　換または修繕します。 一般財源 3,865

・ホームページ等を活用して、広域避難場所等を周知し 合　計 3,865

　ていきます。 ３.活動内容

名称 案内板等修繕数 単位 基
活

内容説明 老朽化した案内板等の修繕・交換をした数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 1 1 8指標値
1

実　績 1 1 －－－成　果（効果･予測）

・災害発生時の混乱下においても、避難場所等の情報を 名称 案内板等設置数 単位 基
　被災者に周知



兼用貯水槽の保守点検（貯水槽内清掃）箇所数  水を確保できます。 動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 2 2 2指標値
2

実　績 2 2 －－－

名称 飲料水兼用貯水槽緊急遮断弁修繕数 単位 基
活

内容説明 飲料水兼用貯水槽緊急遮断弁修繕箇所数動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

・飲料水兼用貯水槽の老朽化に伴い、今後、緊急遮断 標 予　定 1 1 1指標値
  弁の交換など、順次、修繕していく必要があります。 3

実　績 1 2 －－－

名称 災害用井戸水水質検査数 単位 箇所
活

内容説明 災害用井戸水水質検査の実施箇所数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 50 50 50指標値
4

実　績 50 50 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続

・飲料水兼用貯水槽（１１箇所）は、最新のものでも設置から２７年を経過しています。災害時における給

　水に支障をきたすことがないよう、今後も、継続して点検を行うとともに、修繕箇所が見つかった場合　

　は、速やかに修繕を行います。
今後の方針等

平成３０年度　事務事業評価表
8960

一般会計

事務事業名 非常用給水管理事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市長室 危機管理課 防災管理係 中村　大介

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全と安心が感じられるまち

総合計画体系 個別目標 災害への対応力を高める

めざす成果 防災・減災のためのしくみが整っている

災害対策基本法

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 無

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

昭和61年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

飲料水兼用貯水槽や災害時用井戸等の飲料水 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
事業費 10,015 18,185 27,250

人件費 3,086 4,479 4,883

目　的 総事業費 13,101 22,664 32,133

避難生活に必要となる飲料水等を確保します。 31年度事業費（予算額）財源内訳
国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営・委託 】 市債 13,100

・飲料水兼用貯水槽の維持管理及び災害時用井戸等の水 その他 0

  質検査を行います。 一般財源 14,150
合　計 27,250

３.活動内容

名称 非常用飲料水兼用貯水槽設置数 単位 基
活

内容説明 災害時に100トンの飲料水を確保する貯水槽の設置数動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 11 11 11指標値
1

実　績 11 11 －－－成　果（効果･予測）

・飲料水兼用貯水槽や災害時用井戸を、常時使用可能 名称 飲料水兼用貯水槽保守点検数 単位 基
  な状態に維持することで、災害時の飲料水、生活用 活

内容説明 飲料水



動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
2

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

課　題 指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

・職員を対象とした図上訓練や実地訓練を行う必要があ 標 予　定指標値
　ります。 3

実　績 －－－

名称 単位
活

内容説明動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定指標値
4

実　績 －－－

４.今後の方針等
28年度 Ⅰ：現状のまま継続 29年度 Ⅰ：現状のまま継続 30年度 Ⅰ：現状のまま継続

国・県が実施する研修や訓練に参加し、市の区域に係る武力攻撃や大規模なテロ等が発生した際に、職員や

市民及び関係機関に対して、国民保護措置を迅速に行うための知識・技術等の向上に努めます。

また、国民保護計画について、法改正や県計画の改正を踏まえ改定を行います。
今後の方針等

平成３０年度　事務事業評価表
11985

一般会計

事務事業名 国民保護計画管理事業

部　名 課　名 担当名 責任者
事務事業担当

市長室 危機管理課 危機対策係 中村　大介

１.位置づけ･事務事業の期間
基本目標 まちの健康・安全と安心が感じられるまち

総合計画体系 個別目標 災害への対応力を高める

めざす成果 防災・減災のためのしくみが整っている

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律

根拠法令 名　称

当該事業の法令等による義務付けの有無 有

事業開始年度 事業終了（予定）年度 事業期間
事務事業の期間

平成17年度 設定無し

２.事務事業の概要
対　象 総事業費 （単位：千円）

市民 29年度（決算額） 30年度（決算額） 31年度（予算額）
事業費 0 0 116

人件費 4,055 1,551 2,240

目　的 総事業費 4,055 1,551 2,356

武力攻撃事態等における市民の生命、身体及び財産を保 31年度事業費（予算額）財源内訳
護するとともに、被害を最小化します。 国支出金 0

県支出金 0

手段、手法【実施手法：直営 】 市債 0

・大和市国民保護計画の推進及び啓発を行います。 その他 0

・国・県が実施する武力攻撃等を想定した訓練等に参加 一般財源 116

　するとともに、緊急事態時の対応や計画の検証を行い 合　計 116

　ます。 ３.活動内容

名称 国民保護訓練視察及び講習会参加数 単位 回
活

内容説明 国民保護計画に係る訓練、講習会に参加します。動

指 29年度 30年度 (当該年度) 31年度

標 予　定 1 1 1指標値
1

実　績 4 3 －－－成　果（効果･予測）

・武力攻撃等の事態発生時においても迅速かつ的確な対 名称 単位
　応が図られます。 活

内容説明


